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公益社団法人全国国民健康保険診療施設協議会会長殿

厚生労働省

独立行政法人医薬品医療機器総合機構が実施する健康被害救済制度の周知にっし

(協力依頼)

王手素より厚生労働行政の推進にご協力を賜り感謝申し上げます。

標記制度は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法(平成 14年法律第 192号)に

基づく医薬品副作用並びに生物由来製品感染等による健康被害の救済に関する制度となっ

ております。

これらの制度は、医薬品による副作用並びに生物由来製品による感染等により、入院治

療が必要な程度の疾病や糠害等の健康被害を受けた方の救済を図るため、医療費、医療手

当、障害年金などの給付を行う制度であり、この救済給付に必要な費用は、医薬品並びに

生物由来製品の製造販売業者がその社会的責任に基づいて紡付する拠出金が原資となって

おります。

医薬品の副作用並びに生物由来製品の感染等で健康被害にあわれた方を救済給付するた

めには、広く国民や医療機関等に認知していただく必要があり、制度周知に努めていると

ころであります。

しかしながら、平成 24年度に行った医薬品副作用被害救済制度の認知度調査において

「知っているJと回答されたのは、国民が約 5%、医療関係者が約 50%となっており、

更なる制度j習知が必要となっております。

医療関係者への周知は、救済給付の請求の際に診断書等が必要なことなどから、特に制

度周知が重要となっております。平成 24年 1月 30日付事務連絡においても研修での制

度周知をお願い申し上げているところであります。

独立行政法人医薬品医療機器総合機構(以下「機構」という。)においては、リーフレ

ットの他、広報資料を無料で配布しております。また、機構のホームページに健康被害救

済制度のリーフレットが掲載されておりますので、ダウンロードしてご活用いただけます。

また、研修で健康被害救済制度の説明を行う際、機構の職員を講師として派遣すること

についても、ご相談に応じます。

貴職においてご了知の上、素会医療機関に制度周知をお願い申し上げます。

(リーフレット掲載箇所)

機構ホームページの「健康被害救済制度j のサイト

http://www.pmda.go.jp/ke凶wuhigai.html

(広報資料等の申込先・相談先)

救済制度祁談窓口・ 0120-149-931 (フリーダイヤル)


